
 

2018年 2月 9日 

 

「キリングループ人権方針」を策定  

 
 

キリンホールディングス株式会社（社長 磯崎功典）は、国連の「ビジネスと人権に関する指導

原則」に準拠した「キリングループ人権方針」を策定しました。国内外において、人権を尊重す

る経営を推進することで、サステナブル（持続可能）な社会の実現に貢献していきます。 

 

企業がグローバル化を進めるにあたり、その土台となる人権の尊重の重要性は益々高まってい

ます。事業展開する各国において、関係する様々な人権課題についての理解を深め、適切な行動

をとることが求められています。 

 

キリングループは、ビール事業からスタートし、酒類事業の幅を広げるとともに、飲料や食品、

医薬・バイオケミカル事業へと事業領域を拡大してきました。また、日本を基点に、アジア・オ

セアニアを中心にグローバル化を進めています。 

当方針に従い、「国際人権章典」及び国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則および

権利に関する宣言 」に規定された人権の尊重を約束し、実践していきます。 

 

■「キリングループ人権方針」骨子 ※キリンホールディングス㈱取締役会にて承認 

 

【人権方針の適用範囲】 

・キリングループ（キリンホールディングス㈱およびその連結子会社）の全役員および従業員 

・ビジネスパートナーに対しては本方針の支持を期待し、サプライヤーに対しては遵守を期待 

【人権方針の位置付け】 

キリングループの事業活動における人権尊重への取り組みに関する全ての文書・規範の上位 

方針 

【人権方針で表明するコミットメントの要旨】 

・「国際人権章典」、国際労働機関（ILO）「労働における基本的原則および権利に関する宣言」に

規定された人権の尊重、および「指導原則」の支持・実践 

・人権への負の影響の特定と救済、是正措置の実施（ホットラインの設置と実効性向上を含む） 

・役員・従業員への教育・能力開発 

・差別の禁止、ハラスメントの禁止、安全な労働環境の提供、最低賃金の確保、責任ある労働慣

行、結社の自由、団体交渉権の尊重、強制労働、児童労働の禁止、先住民を含む地域コミュニ

ティに対する責任を果たしていくこと 

・ステークホルダーとの継続対話、取り組みの継続的改善、進捗の定期的な公表 

 

■添付資料：「キリングループ人権方針」（全文） 

 

（本件お問い合わせ先）  

キリン株式会社 コーポレートコミュニケーション部 

東京都中野区中野 4-10-2  中野セントラルパークサウス Tel: 03-6837-7028 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

キリングループ人権方針 

 

キリングループは、時代とともにビールから様々な酒類、飲料、食品、そして先進医薬へと事業領域を

広げ、また活動の場も日本から世界に展開してきました。私たちのあらゆる事業活動の土台となるのが

人権の尊重です。それぞれの国・事業での活動全般に渡って関係する様々な人権課題について理解を深

め、適切な行動をとっていくことが企業に求められています。私たちは、本キリングループ人権方針に

基づき活動していきます。 

 

キリングループ人権方針は、キリングループ（キリンホールディングス株式会社及びその連結子会社）

のすべての役員と、パートタイマー・契約社員・派遣社員を含む全従業員に適用します。キリンホール

ディングス人事担当執行役員が、本方針の運用の責任を担います。 

 

全てのビジネスパートナーにおかれましては、本方針を支持いただけることを期待しています。 

また、キリングループは、サプライヤーに対し、本方針をご理解頂くことに努め、遵守を期待します。 

 

本方針は、キリングループの事業活動における人権尊重への取り組みに関するすべての文書・規範の上

位方針として位置付けます。 

 

１．人権尊重の実践 

キリングループは、研究・開発、原材料の調達から、商品・サービスの消費・利用を含むバリューチ

ェーンの各プロセスにおいて、私たちのビジネスが、直接または間接的に人権に影響を及ぼす可能性

があることを理解しています。私たちは、「国際人権章典※1」及び国際労働機関（ILO）の「労働にお

ける基本的原則及び権利に関する宣言※2」に規定された人権を尊重していくことをお約束するととも

に、「国連ビジネスと人権に関する指導原則※3」を支持し、実践に向け取り組みます。キリンホール

ディングス株式会社は、「国連グローバル・コンパクト」に署名しています。 

 

キリングループは、事業活動において各国における法規制を遵守します。万が一、当該国の法規制と

国際的な人権規範が異なる場合は、より高い基準に従い、相反する場合には、国際的に認められた人

権を最大限尊重する方法を追求します。 

 

２．私たちのステークホルダーと人権 

キリングループは、人権への負の影響について、影響を受ける方々の視点から理解することの重要性

を認識しています。 

 

                                                
※1 「国際人権章典」は、「世界人権宣言」、「市民的及び政治的権利に関する国際規約」、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」

という 3つの文書の総称です。「国際人権章典」は、現在、国際的に認められた人権保障の基本的な枠組みとされています。 

※2 「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」には、「結社の自由及び団体交渉権」、「強制労働の禁止」、「児童労働の実効的な廃止」、

「雇用及び職業における差別の排除」が謳われています。 

※3 「国連ビジネスと人権に関する指導原則」は、2011年に国連人権理事会によって承認されました。国家及び企業に対して、企業活動に関係

する人権面での負の影響が発生するリスクの防止及び対処を求める権威ある国際規準となっています。 

添付資料 
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キリングループは、人種、民族、国籍、社会的身分、門地、性別、障害の有無、健康状態、思想・信

条、性的指向・性自認及び職種や雇用形態の違い等に基づくあらゆる差別の禁止、ハラスメントの禁

止、安全な労働環境の提供、最低賃金の確保、適正な労働時間管理を含む責任ある労働慣行、結社の

自由と団体交渉権の尊重をお約束します。 

 

キリングループは、どのような形態の人身取引を含む奴隷労働や強制労働、児童労働も認めません。  

 

キリングループは、私たちの事業の影響を受ける先住民族を含む地域社会の皆様に対して、私たちの

責任を果たしていくことに努めます。 

 

３．人権デューデリジェンスの実施 

キリングループは、ビジネスと人権に関する国連指導原則に従って、キリングループの事業と関係す

る人権に対する負の影響を特定し、予防、軽減する取組みを進めてまいります。人権デューデリジェ

ンスによって、人権に負の影響を引き起こし、助長したことが明らかになった場合には、適切かつ効

果的な救済措置を講じるよう努めます。また、取引関係によって私たちの商品・サービスが人権への

負の影響に直接関係している場合には、是正に向けた役割を果たすことがあることも認識しています。

キリングループの取組みに優先順位をつける必要がある場合には、規模、範囲、是正困難性を鑑み、

人権に対する最も深刻な負の影響に対処することを優先します。 

 

キリングループには、事業活動に関する懸念を通報できるホットラインがあります。私たちは、 

実効性の有る通報対応の仕組みづくりを継続します。 

 

キリングループは、役員及び従業員に対して、本方針の実践に必要な教育及び能力開発を行っ 

ていきます。 

 

キリングループは、人権への負の影響を特定し対処する取り組みの進捗状況について、キリン 

ホールディングスのウェブサイトや統合報告書等で、定期的に公開をしていきます。 

 

本方針は、ステークホルダーからの意見を踏まえて策定されました。今後もキリングループに関 

連する人権課題について、継続的にステークホルダーとの対話を行い、人権尊重への取組みを進化さ

せていきます。 

 

制定：2018年 2月 9日 

キリンホールディングス株式会社 

代表取締役社長 

磯崎 功典 

 

 

 

 


